
福岡県社会福祉施設等物価高騰対策支援金給付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、福岡県社会福祉施設等物価高騰対策支援金（以下「支

援金」という。）事業の実施について、必要な事項を定める。 

 

（目的） 

第２条 この支援金は、原油価格・物価高騰により負担が生じている社会福

祉施設等に対し、光熱費等の上昇分相当額を支援することにより、社会福

祉サービスの質を確保することを目的とする。 

 

（給付対象者等の詳細） 

第３条 この支援金の対象となる給付対象者等は、次の各号のとおりとする。 

一 届出保育施設（別紙１） 

二 障がい福祉サービス事業所等（別紙２） 

三 介護サービス事業所・施設等（別紙３） 

四 保護施設等（別紙４） 

 

 （暴力団排除） 

第４条 知事は、福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号）第６条に基づ

き、本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 知事は、施設を運営する団体が次の各号のいずれかに該当する場合は、この要綱に定

める他の規定に関わらず、支援金を給付しないものとする。 

(１) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という） 

(２) 法第２条第６号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という）が役員となって

いる団体 

(３) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体 

３ 知事は、施設を運営する団体が前項各号のいずれかに該当したときは、支援金の給付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

４ 知事は、暴力団の排除に関して、警察への照会を行うため、施設を運営する団体の氏

名（法人の場合は役員）、生年月日、性別の提出を求めることができる。 

 

（その他） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、支援金の運用に関し必要な事項は別

に定める。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和４年１１月１５日から施行し、令和４年度の支援金につ

いて適用する。 

 

 



附 則 

 この要綱は、令和５年７月１９日から施行し、改正後の福岡県社会福祉施

設等物価高騰対策支援金給付要綱の規定は、令和５年度の支援金について適

用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年１２月２２日から施行し、改正後の福岡県社会福祉

施設等物価高騰対策支援金給付要綱の規定は、令和５年１２月２５日（届出

保育施設については、令和６年１月４日）以降の申請に係る支援金について

適用し、それ以前の申請に係る支援金については、なお従前の例による。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年１月２３日から施行し、改正後の福岡県社会福祉施

設等物価高騰対策支援金給付要綱の規定は、令和６年度の支援金について適

用する。 

 



別紙３（第３条第３号関係）介護サービス事業所・施設等 

 

（事務の取扱い） 

第１ 知事から支援金事業を委託された事業者（以下「事務局」という。）が事務の取扱い

を行う。 

 

（給付対象者） 

第２ 支援金の給付対象者は、令和７年１月１日（以下「基準日」という。）において、政

令市・中核市に所在する事業所等、介護保険法に基づく地域密着型サービス及び居宅介護

支援事業所又は国、市町村、一部事務組合等の直営の事業所等を除く、福岡県内の次の各

号の事業所等を開設又は管理する者であって、申請日において継続して事業所等を管理す

る者とする。 

 ただし、第六号の規定は、政令市・中核市に所在する事業所を開設又は管理する者を含

む。 

一 介護保険法の規定に基づく居宅サービスのうち、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、

通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護（いずれの

事業所も介護予防を含み、介護保険法の規定に基づく介護保険施設によるみなしの指定

を除く。）の指定を受け、介護保険の対象となるサービスを提供する事業所 

二 介護保険法の規定に基づく介護保険施設 

三 老人福祉法の規定に基づく老人福祉施設のうち、養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

四 老人福祉法の規定に基づく有料老人ホームであって、知事に届出を行っている施設 

五 高齢者の居住の安定確保に関する法律の規定に基づくサービス付き高齢者向け住宅

として登録されている施設 

六 第一号の規定に該当しない事業所であって、健康保険法の規定に基づく指定を受けた

訪問看護事業所 

 

（サービス分類及び区分） 

第２の２ 前文に規定する給付対象者のサービス分類及び区分は、別表１に定めるものとす

る。 

 

（確認事項） 

第３ 知事は、次の各号のいずれにも該当し、申請書（様式第３号）に添えて該当する旨を

記載した書類を提出したものでなければ支援金を給付しない。 

一 給付対象者の要件を満たしていること 

二 給付のために提出した書類に虚偽がないこと 

三 支援金を重複して申請しないこと 

四 福岡県暴力団排除条例第２条に規定する暴力団員に該当せず、かつ将来にわたっても

該当しないこと。また、暴力団員が役員ではなく、暴力団と密接な関係を有しておらず、



かつ将来にわたっても該当しないこと 

五 虚偽が判明した場合は、支援金の返還に応じるとともに、支援金と同額の違約金の支

払いに応じること 

六 個人情報の取扱いに関して、支援金の給付手続きに必要な範囲で事務局と共有するこ

とに同意すること 

 

（給付額の算定方法） 

第４ 支援金の給付額は、別表２に定める額とする。ただし、別表２における定員数は基準

日時点の定員数とする。 

 

（申請期間） 

第５ 支援金の申請期間は、令和７年１月２４日から同年５月３０日までとする。 

 

（申請手続） 

第６ 支援金の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別表３に定める書

類を添えて申請書（様式第３号）により書面で申請しなければならない。 

 

（給付決定の通知） 

第７ 支援金の申請があった時は、事務局はその内容について審査し、知事が適当と認め給

付決定を行った後、申請者に対し給付決定の通知を行うものとする。 

 

（給付決定の取消） 

第８ 知事が申請に係る提出書類等に虚偽その他不正の行為があったと認めたとき又は支

援金の給付決定後に金額等の誤りが判明したときは、支援金の給付決定の全部又は一部を

取り消すことができる。 

 

（支援金の返還） 

第９ 知事が支援金の給付決定の全部又は一部を取り消した場合において、既に支援金の給

付を行っているときは、次の各号を申請者に通知し、支援金を返還させることができる。

なお、この場合において、取り消しにより申請者に損害があっても、知事はその損害の責

めを負わないものとする。 

 一 返還すべき支援金の額 

 二 返還期限 

 

（振込不能等の取扱い） 

第 10 知事が第７の規定に基づき給付決定を行った後、申請書の不備により振込不能等が

あり、申請者に対し確認等を求めたにもかかわらず、速やかに補正が行われないなど、申

請者の責に帰すべき事由により給付ができなかった場合は、当該申請が取り下げられたも



のとみなす。 

 

別表１ 

区分 サービス分類 

入所系 

介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 

介護医療院 

有料老人ホーム 

サービス付き高齢者向け住宅 

軽費老人ホーム 

養護老人ホーム 

短期入所生活介護 ※ 

短期入所療養介護 ※ 

通所系 
通所介護 

通所リハビリテーション 

訪問系 

訪問介護 

訪問入浴介護 

訪問看護 

※ 空床利用型を除く 

  



 

別表２ 

区分 電気の種類 単価 

入所系 
高圧 定員１人あたり 23,600 円 

低圧               〃      24,600 円 

通所系 
高圧 定員１人あたり 8,700 円 

低圧 〃     8,300 円 

訪問系 － １事業所あたり 14,200 円 

 

 

別表３ 

対象 提出書類 

全事業所・施設 振込先の通帳（預金名義、口座番号等が確認できるページ）

等の写し 

電気料金の請求書等、高圧電力もしくは低圧電力を受電し

ている事業所・施設であることが分かる書類の写し※訪問

系の事業所は、提出不要です。 

 


